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主 文           

被告人を懲役２年６月及び罰金１２０万円に処する。 

この裁判が確定した日から３年間その懲役刑の執行を猶予する。 

その罰金を完納することができないときは，金１万円を１日に換算した期

間被告人を労役場に留置する。 

訴訟費用は被告人の負担とする。 

理 由           

（罪となるべき事実） 

 被告人は，平成２３年４月から平成２５年３月１５日までの間，塗料の製造，販売

等を目的とする当時のＡ株式会社の子会社として塗料の製造等を目的とするＢ株式

会社の汎用技術部部長等として商品開発等の業務に従事するとともに，Ａから，同社

が保有する営業秘密が記録され，営業秘密の電磁的記録媒体として同社及びその子

会社内で共有されたコンピュータ・ネットワークのデータベース内にアクセスする

ための識別符号及び同データベース内に電磁的記録として保管されたＡの営業秘密

を閲覧等する権限を付与されるなどして，同社から営業秘密を示されるとともに，同

社との営業秘密保持特約に基づき，同社に対し，同社の営業秘密が記録された電磁的

記録を個人所有の可搬型記録媒体内に保存することを禁止した同社の内部規則を遵

守する任務を負っていたにもかかわらず，不正の利益を得る目的で，その営業秘密の

管理に係る任務に背いて， 

第１ 同データベース内に電磁的記録として保管されていたＡの営業秘密である塗

料「Ｃ」の原料及び配合量について作成した同一内容の電磁的記録を，同年１月

頃，愛知県豊明市a町bc番地所在のＢ内において，保存が禁止されていた被告人

所有の可搬型記録媒体内に保存し，もって営業秘密の管理に係る任務に背いて

営業秘密記録媒体等の記録について，その複製を作成する方法により，Ａの塗料

の製造に関する営業秘密を領得した上，Ｂとの雇用契約に基づき，同社及びＡに

対し，Ｂ在職中はもとより，退職後も５年間は同社での業務上知り得た営業秘密
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を漏洩することを禁止した同社の内部規則を遵守すべき任務を負っていたにも

かかわらず，不正の利益を得る目的で，その営業秘密の管理に係る任務に背い

て，同年４月頃，名古屋市d区ef丁目g番h号i所在の当時のＤ株式会社内におい

て，Ａと競合関係にあるＤの従業員Ｅ及びＦに対し，前記領得に係る営業秘密を

用いて作成された前記塗料の製造情報に関する書面をそれぞれ手渡し，もって

Ａの営業秘密を開示した。 

第２ 同データベース内に電磁的記録として保管されていたＡの営業秘密である塗

料「Ｇ」の原料及び配合量について作成した同一内容の電磁的記録を，同年１月

頃，前記のＢ内において，保存が禁止されていた被告人所有の可搬型記録媒体内

に保存し，もって営業秘密の管理に係る任務に背いて営業秘密記録媒体等の記

録について，その複製を作成する方法により，Ａの塗料の製造に関する営業秘密

を領得した上，Ｂとの雇用契約に基づき，同社及びＡに対し，Ｂ在職中はもとよ

り，退職後も５年間は同社での業務上知り得た営業秘密を漏洩することを禁止

した同社の内部規則を遵守すべき任務を負っていたにもかかわらず，不正の利

益を得る目的で，その営業秘密の管理に係る任務に背いて，同年８月２日，兵庫

県三田市内又はその周辺において，Ａと競業関係にあるＤの従業員Ｆに対し，前

記領得に係る営業秘密を用いて作成された前記塗料の製造情報に関する電磁的

記録を添付した電子メールを送信し，もってＡの営業秘密を開示した。 

（事実認定の補足説明） 

第１ 争点 

   関係証拠によると，本件公訴事実のうち，被告人が平成２３年４月から平成２

５年３月１５日までの間，塗料の製造，販売等を目的とするＡの子会社であるＢ

の汎用技術部部長等の地位にあったことに加え，Ｂ社内において，Ａの塗料であ

るＣ及びＧ（以下「本件各塗料」という。）の原料及び配合量（以下「本件情報」

ともいう。）について電磁的記録を作成して，同年４月頃，Ｃの製造情報に関す

る書面をＡと競業関係にあるＤの従業員に手渡し，同年８月２日，Ｇの製造情報
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に関する電磁的記録を添付した電子メールを同社の従業員に送信したことが認

められ，これらの事実に争いはない。 

   本件の争点は，⑴被告人が電磁的記録等を作成し，開示した情報が「営業秘密」

に当たるか（被告人に営業秘密であることの認識があったか）（争点⑴），⑵被

告人の行為が営業秘密の「領得」に当たるか（争点⑵），⑶被告人が情報を領得

し，開示したことが任務違背に当たるか（被告人に任務違背の認識があったか）

（争点⑶），⑷被告人に「不正の利益を得る目的」があったか（争点⑷），であ

る。当裁判所は，罪となるべき事実のとおり認定したので，その理由を補足して

説明する。 

第２ 前提となる事実 

   関係証拠（甲３７，４０，４６ないし５５，証人Ｈの証言，被告人の裁判所調

書）によると，次のとおり認められる。 

１ 被告人は，昭和５３年，Ａに入社し，それ以降，同社やその関連会社で勤務し

ていたが，平成２２年３月，Ａを退職し，同年４月，同社の子会社であるＢに転

籍した。 

２ 被告人は，平成２３年４月，Ｂにおける商品開発等の業務を行う必要性から，

Ａの情報管理システム「Ｉ」にアクセスし，Ｉに保管されている情報を閲覧等す

る権限を付与された。Ｉは，同社の保有する機密情報が記録され，その電磁的記

録媒体として同社及び子会社で共有されたコンピュータ・ネットワークのデー

タベースである。 

３ 被告人は，平成２４年１０月ないし１２月頃，当時Ｂの社長であったＨから退

職を促され，平成２５年２月１２日に辞表を提出し，同年３月１５日に同社を退

職した。 

４ 被告人は，Ｂに在籍中，同社本社内において，Ｉにアクセスし，本件情報が記

載された商品設計書を取得して，これを基にパワーポイントを用いて本件各塗

料の原料及び配合量の情報についての電磁的記録（以下，Ｃに関するものを「完
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成配合表①」，Ｇに関するものを「完成配合表②」という。）を作成した。 

 ５ 被告人は，平成２５年２月，Ｄから同社の取締役への就任の打診を受け，同年

４月，Ｄに入社し，同年６月，同社の取締役に就任した。 

６ 被告人は，同年４月頃，Ｄにおいて，完成配合表①を基に作成した「Ｊ」と題

する書面（以下「推奨配合表①」という。）をＤの従業員Ｅらに手渡した。 

７ 被告人は，同年８月２日，兵庫県三田市又はその周辺において，完成配合表②

を基に作成した「Ｋ」と題する電磁的記録（以下「推奨配合表②」という。）を

添付した電子メールをＤの従業員Ｆに送信した。 

８ Ｄは，被告人により開示されたＣに係る情報を用いて塗料「Ｌ」を，Ｇに係る

情報を用いて塗料「Ｍ」を，それぞれ開発製造して販売した。 

第３ 争点⑴について 

 １ 秘密管理性 

  ⑴ はじめに 

    検察官は，Ａが塗料の配合情報等をＩで管理していたので，本件情報へのア

クセスが制限されていた上，Ｉにアクセスした際，警告文等によりＡの情報管

理規定等に基づいて秘密として管理する義務が生じることが示されるなどし

ており，本件情報にアクセスした者にそれが秘密であると認識できる状態で

もあったので，本件情報には秘密管理性が認められる旨主張する。弁護人は，

Ｉへのアクセス権の管理が不十分で秘密管理措置が杜撰であった上，秘密の

管理に関する指導も十分に行われていなかったことを指摘するとともに，被

告人が領得・開示したとされる情報はＩの情報を加工したものであり，かかる

情報にＡの情報管理規定は適用されないので秘密管理性が認められないなど

と反論する。当裁判所は，本件情報には秘密管理性が認められると判断したの

で，以下理由を説明する。 

⑵ 関係証拠（証人Ｎの証言，第２回公判調書中の証人Ｏの供述部分（以下「Ｏ

証言」という。），甲２２，３４，５１）によると，以下の事実が認められる。 
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ア Ａの情報管理規定は，機密情報を各自が使用するパソコン又は記録媒体

に保管することを禁止し，また，保管の必要がない，又は保管期間が経過し

た機密情報が記録された紙は原則として直ちにシュレッダーにより廃棄

し，機密情報についての電子情報は記録媒体から削除すべき旨を定めてい

た。また，この情報管理規定は，Ａの子会社であるＢにも適用されると規定

されていた。 

   イ Ａは，開発した塗料の配合情報等をＩで管理しており，本件情報もＩで管

理していた。      

     Ｉに保管されている情報にアクセスするには，アクセス権の付与を受け

る必要があり，従業員は，アクセス権の付与を受けるために，直属の上司や

部門長に加え，Ａの情報システム部の承認を得る必要がある。Ｉへのアクセ

ス権の付与は，基本的に，Ａ及びそのグループ会社（Ｂを含む。）の技術系

の従業員に限定されていた上，技術系の従業員であっても，担当する業務と

関係のない情報についてはアクセス権が付与されていなかった。アクセス

権を付与された従業員は，個人ユーザーＩＤ（以下「ＩＤ」という。）とパ

スワードを用いてＩにアクセスできるが，ＩＤ及びパスワードは，他者と共

有することは許されておらず，パスワードは半年に一度の頻度で変更が要

求されており，一定期間，変更を怠ると強制的に変更する措置がとられてい

た。 

   ウ Ｉに保管されていた塗料の配合情報等が記載された商品設計書のデータ

には，その上部に「営業秘密 本情報はＡ株式会社の機密情報ですので，情

報管理規定に基づき取り扱ってください。」との記載があり，その中央部に

大きく「㊙」とも記載されている。本件情報が記載された商品設計書のデー

タにも同様の記載があった。 

   エ Ａは，平成１９年１０月頃から，Ｉへのアクセスを厳格に運用するように

なり，Ｉへのアクセス権付与の申請手続も，平成２２年頃からワークフロー
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システムという電子決裁システムによることとし，申請の際，Ｉの保管情報

が秘密情報であることが明示されるようになった。すなわち従業員がその

使用する端末パソコン（以下「端末ＰＣ」という。）で，Ｉへのアクセス権

の付与を申請すると，申請画面に「Ｉシステムで得られる情報はＡの機密情

報（営業秘密）です。当該情報にアクセスした人には，当該情報を法令及び

情報管理規定にもとづき秘密として管理する義務が生じます。この義務に

違反して当該情報を第三者に開示・漏洩したり，または，秘密管理を行わな

かった場合は，法令によって罰せられ，または情報管理規定及び就業規則に

より懲罰を受ける場合もあります。上記を理解し同意の上，Ｉ情報へのアク

セスを申請します。」との警告等（以下「警告文①」という。）が表示され，

画面上の「同意の上申請する」とのボタンをクリックすることにより，付与

申請が行われていた。 

     また，アクセス権を付与された従業員が端末ＰＣでＩを閲覧するときは，

ＩＤ及びパスワードを用いてログイン画面に進み，「貴方がアクセスしよう

としている情報はＡの機密情報（営業秘密）です。当該情報にアクセスした

人には，当該情報を法令及び情報管理規定にもとづき秘密として管理する

義務が生じます。この義務に違反して当該情報を第三者に開示・漏洩した

り，または，秘密管理を行わなかった場合は，法令によって罰せられ，また

情報管理規定及び就業規則により懲罰を受ける場合もあります。上記を理

解し同意のうえアクセスする場合は，ＯＫボタンを押してアクセスを開始

してください。同意できない場合は，キャンセルボタンを押して，アクセス

を中止してください。」との警告（以下「警告文②」という。）が表示され

るので，「ＯＫ」ボタンをクリックして，Ｉにログインしていた。 

   本件情報の秘密管理性 

のとおり，Ａは，本件情報を情報管理システムとしてのＩで管理してお

り，Ｉにアクセスするためにはアクセス権の付与を申請してその承認を得る



 

7 

必要がある上，アクセス権の付与は基本的に職務上の必要性のある技術系の

従業員に限られている。すなわち，本件情報を含む，Ｉで管理された情報は，

Ａ及びその関連会社の従業員の中でも職務上Ｉへのアクセスの必要性が認め

られ，アクセス権を付与された者だけがアクセスできるのであり，従業員が誰

でもＩにアクセスできるような状態ではなかった。したがって，Ｉで管理され

た本件情報はアクセスが制限されていたといえる。また，Ｉへのアクセス権の

付与を申請する際には，Ｉで管理された情報が営業秘密であり，情報を第三者

に漏洩等すれば法令により罰せられ，情報管理規定や就業規則により懲罰を

受ける旨の警告が表示されて，申請者はこれらに同意する必要がある上，Ｉへ

のログイン時にも上記と同様の警告が表示されるのでＩにアクセスする者は

これにも同意する必要がある。しかも，Ｉに保管されていた塗料の原料及び配

合量等が記載された商品設計書のＰＤＦファイルには，その上部に「営業秘

密」，その中央部に大きく「㊙」などと記載されている。これらの事情による

と，本件情報も含め，Ｉに保管された情報を閲覧等した者には，Ａの情報管理

規定等に基づいてこれを秘密として管理する義務が生じることが明確に示さ

れており，これにアクセスする者において，その情報が秘密として管理されて

いることを認識することが客観的に可能な状態であったと認められる。 

   被告人の供述 

被告人は，警告文①②に同意した記憶はなく，ＢにおいてＡの各種規則を自

由に閲覧することもできなかった旨供述する。しかし，Ｏの証言によると，端

末ＰＣ上に警告文①②が表示されるシステムは平成２２年頃から実施されて

いたと認められるので，被告人が平成２３年３月２９日にＩのアクセス権の

付与を申請し，その後Ｉにアクセスした際にも，警告文①②が表示され，被告

人もこれらに同意してＩへのアクセス権の付与を申請し，Ｉにアクセスして

いたと推認できる。なお，「Ｉアクセス権申請」と題する書面（甲２２）は，

被告人のアクセス権付与申請が承認されたことを示すものにすぎず，同書面



 

8 

に被告人が警告文①の表示に同意したことが記載されていないからといっ

て，被告人の申請時に警告文①が表示されなかったということはできない。 

   弁護人の主張 

     弁護人は，被告人の供述に関してＯの証言の信用性を争うが，同人の証言

は，Ａの情報システム部所属の従業員としてその職務上経験した事実を具体

的に述べる内容であり，客観的な証拠にも符合していて，不自然な点もないの

で，弁護人の指摘を踏まえて検討しても基本的に信用できる。 

弁護人は，Ｂにおいては，Ｉに即した社内規定が整備されておらず，記録媒

体の社外持ち出しや個人所有の可搬型記録媒体（以下「ＵＳＢ」という。）の

使用についての管理も不十分であったので，本件情報は秘密管理性の要件を

満たさない旨主張する。しかし，Ｂの就業規則においても業務上知り得た機密

を他に漏らすことは禁じられており，前記のとおり，Ｉの情報はＡの営業秘密

として厳格に管理されていたので，Ｂにおいて個人所有のＵＳＢの使用が明

示的に禁止されておらず，情報の社外持ち出しの管理に不十分な部分があっ

たとしても本件情報の秘密管理性が失われるものではない。 

    弁護人は，証人Ｐの証言や被告人の供述等に基づいて，Ｉのシステム管理が

不十分なものであり，ＩＤやパスワードの管理実態が杜撰であったので，本件

情報が秘密管理性の要件を満たさない旨主張する。しかしながら，前記のとお

り，本件情報がＩで管理されることを通じて，そのアクセス権限が技術系従業

員に制限されていることに加え，Ｉへのアクセス権の付与申請時やログイン

時などにＩの情報が秘密として管理されていることが警告されるなどしてい

たのであるから，弁護人が指摘する諸点を踏まえて検討しても本件情報にア

クセスする者において，これが秘密として管理されていることを認識するこ

とが可能であったと認められる。 

    弁護人は，被告人が領得・開示したとされる情報は，Ｉ内の商品設計書その

ものではなく，被告人が同設計書を基に作成した完成配合表①②やそれを基
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に作成した推奨配合表①②であり，これらの配合表は秘密として扱う対象と

はされていないので，秘密管理性の要件を満たさないとも主張する。しかしな

がら，関係証拠（甲４９，５１等）によると，完成配合表①②や推奨配合表①

②の情報は，いずれも本件各塗料の原料及び配合量を主とするものであり，Ｉ

で管理されていた本件情報と実質的に同一の内容であると認められ，前記の

とおり，Ｉで管理されていた本件情報には秘密管理性が認められるので，完成

配合表①②や推奨配合表①②の情報にも秘密管理性が認められる。弁護人の

主張は採用できない。 

 ２ 非公知性 

  ⑴ はじめに 

    検察官は，本件情報は，塗料製造において重要な漏洩の許されない非公開情

報として管理されており，リバースエンジニアリングや特許公報等によって

も本件各塗料の具体的な配合情報は特定できないので，本件情報には非公知

性が認められる旨主張する。弁護人は，①リバースエンジニアリングにより，

本件各塗料と同程度の品質が再現できる程度に配合情報を分析できる上，②

本件情報が特許公報等の刊行物に掲載され，公知情報になっていたことなど

を指摘して，本件情報には非公知性が認められないと反論する。当裁判所は，

本件情報には非公知性が認められると判断したので，以下理由を説明する。 

  ⑵ Ｑの証言について 

   ア Ｑの証言内容について 

     塗料を各種の方法で分析すると，塗料を構成する樹脂がどのようなもの

で構成されているか，塗料を構成する顔料にどのような金属が入っている

かなどは分析できるものの，塗料を構成する具体的な原料及び配合量まで

特定することは困難である。Ｄが株式会社Ｒに対して依頼したＤの塗料

「Ｌ」の分析結果をみても，ＸＲＤ（広角Ｘ線回析法）によって明らかにな

ったのは，塗料に含まれる無機成分とその定量値であり，ＳＴＥＭ（走査透
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過電子顕微鏡法）－ＥＤＸ（エネルギー分散型Ｘ線分光法）によって明らか

になったのは，塗料中の無機成分の粒子を構成する金属の種類や粒子の大

きさであって，これらの結果から塗料の原料及び配合量を具体的に特定す

ることはできない。また，Ｒが行ったその他の検査，ＩＲ（赤外分光光度計

による分析），熱分解ＧＣ／ＭＳ測定及び固体ＮＭＲ測定によって明らかに

なったのは，塗料に含まれる樹脂成分を構成するモノマー及びその構成比

であり，塗料に含まれる樹脂について，その原料及び配合量が具体的に特定

された訳ではない。特許公報等の刊行物に記載されている原料と特定の塗

料の分析結果を対照させることによっても，当該塗料に使用されている原

料を推測することはできるが，当該塗料を再現できる程度に全ての原料や

配合量を特定することはできない。 

   イ Ｑの証言の信用性について 

     Ｑは，Ａにおいて２０年以上にわたって塗料の研究，開発及び改良等の技

術的な業務に従事しており，その間に職務上体験した事実やその間に得た

知見を具体的に証言している。そして，塗料の分析について説明している部

分は内容的に特段不自然な点はなく，塗料の分析によりその原料及びその

配合量を特定する可能性に関する部分は，弁護人が請求したＤの元従業員

であるＳの証言内容とも概ね合致している。したがって，Ｑの証言は基本的

に信用できる。 

     弁護人は，ＱがＢの代表取締役であり，中立的な立場にある者ではなく，

その証言内容も不合理であるので，同人の証言は信用できない旨主張する

が，弁護人の指摘を踏まえて検討しても，Ｑの証言の信用性は左右されな

い。 

⑶ 本件情報の非公知性について 

  本件情報は，Ｉで管理され，一般に公開されていな

い情報であるので，一般的には知られておらず，又は一般に容易に知ることが
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できない情報であると認められる。Ｒの分析でも，塗料に含まれる樹脂の構成

や顔料の成分とその定量値は明らかになったものの，具体的な原料やその配

合量までは特定できなかったように，塗料について各種の科学的な分析を行

っても，塗料の原料及び配合量を具体的に特定することは容易にはできない。

また，特許公報を併せ分析するなどしても，やはり本件情報と同内容の情報を

特定することは容易ではないと認められる。したがって，本件情報については

非公知性があると認められる。 

 弁護人の主張について 

ア ①リバースエンジニアリングにより非公知性が失われるとの主張につい

 て 

弁護人は，本件各塗料の配合情報は，リバースエンジニアリングによって

多額の費用や長時間を要することなく特定が可能であると主張する。しか

しながら，塗料の分析は，専門的知見を有する者が，相当高額の専門機器を

用いて初めて行えるものであり，実際に，Ｄでは，１００万円の費用を掛け

てＲに分析を依頼している。Ｓの証言によると，Ｄでは，ＳＴＥＭ－ＥＤＸ

の測定や固体ＮＭＲ測定等においてＲと同レベルの分析は行えないことが

認められる上，ＱとＳの証言によると，Ｒの分析では，樹脂の構成や顔料の

成分とその定量値は明らかになったものの，具体的な原料やその配合量ま

では特定できなかったと認められる。また，ＲはＸＲＤの報告書を作成する

のに１か月以上の期間を要している。そうすると，リバースエンジニアリン

グによって本件各塗料の配合情報について具体的な原料やその配合量まで

特定することは，不可能とまでは断定できないにしても，そのためには相当

高額の費用と相当な期間をかけることが必要であると認められる。したが

って，リバースエンジニアリングによっても容易に本件情報を知ることが

できるとはいえず，本件情報の非公知性は失われない。 

弁護人は，塗料の分析に１００万円程度の費用を掛けたとしても，Ａのよ
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うな大手の塗料メーカーにとってはそれほど高額ではない旨の主張もす

る。しかし，本件各塗料の配合情報を特定することが容易かどうかの判断

は，ＤがＲに支払った費用の金額だけで決まるものではなく，前記のとおり

必要な分析に要する費用や期間，労力などを総合的に考慮して判断される

べきである。この点をＱらの証言やＲの分析結果等を踏まえて検討すると，

前記のとおり，本件情報は容易に知ることができるものとはいえない。した

がって，非公知性は失われず，弁護人の主張は採用できない。 

イ ②特許公報等の刊行物により非公知性が失われるとの主張について 

     弁護人は，本件各塗料の原料の情報は特許公報等の刊行物から容易に推

測が可能であるので，非公知性が失われているとも主張する。しかしなが

ら，本件各塗料の配合情報に含まれる原料は，特許公報等の刊行物に掲載さ

れているものの，一つの刊行物に配合情報としてその全てが掲載されてい

るわけではなく，関連する多数の刊行物を検索した上，複数の刊行物の情報

を組み合わせて初めて本件各塗料の配合情報に含まれる原料を推測するこ

とができるにすぎない。また，刊行物に掲載されている複数の原料のうちど

の原料が本件各塗料の配合情報を構成するかを推測することには相応の困

難がある。そうすると，特許公報等の刊行物の情報から本件各塗料に含まれ

る原料を全て特定することは不可能でないにしても相当な労力と時間を要

するといえる。したがって，特許公報等の刊行物に本件各塗料の原料の情報

が記載されているからといって，本件配合情報の非公知性は失われない。弁

護人の主張は採用できない。なお，リバースエンジニアリングによる分析と

特許公報の情報を併用しても，塗料の原料と配合量を具体的に特定するに

は相当の費用と期間を要すると認められるので，容易にこれらの情報を特

定することはできず，本件情報の非公知性が失われるものではない。    

   ウ その他 

被告人は，塗料の配合情報については，原料メーカーに分析を依頼すれ
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ば，原料及び配合量が特定できるなどと供述するが，Ａと取引のある原料メ

ーカーの協力を得られる保証はなく，原料メーカーの協力を得られたとし

ても，その作業の性質を考慮すると，全ての原料や配合量の特定に至るには

やはり相当の時間と労力を要すると認められる。 

弁護人は，リバースエンジニアリングにより，対象情報が完全に特定され

なくとも，当該塗料と同程度の品質が再現できる程度に配合情報を分析す

ることができる場合には，非公知性は失われる旨主張する。しかし，前記の

とおり，塗料分析や特許公報の分析には相当の費用，労力と期間を要すると

認められ，原料メーカーの協力を得ながら推測を重ねることにより当該塗

料と同程度の品質が再現できる程度の情報を得ることがあり得るとして

も，これらの作業にはやはり相当の期間と労力を要すると推認できるから，

容易に当該情報を知ることができるとはいえない。したがって，やはり本件

情報の非公知性が失われるとはいえず，弁護人の主張は採用できない。 

  ⑸ 小括 

以上のとおりであるから，本件情報には非公知性が認められる。 

 ３ 有用性 

Ｑの証言によると，本件情報は，Ａが相当期間にわたって研究開発を行って得

られた製品設計情報であり，同社の商品としての本件各塗料を製造・販売するた

めに必要な情報であって，本件各塗料の品質と性能を発現させたり，他の塗料を

開発したりする上で必要な情報であると認められる。そうすると，本件情報は，

同社の商品の生産，販売に役立つものといえる。また，本件情報は，同社におけ

る今後の製品開発の基盤となる情報でもあり，同社の商品の研究開発に役立つ

ものとも認められる。後記のとおり，被告人は平成２５年１月頃に本件情報を領

得したことが認められ，本件情報はその時点における本件各塗料の最新の配合

情報ではなかったものの，同一品質の本件各塗料を製造することができるもの

であって，改訂によって配合情報の同一性が失われるものではない。また，改訂
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前の情報もその後の改訂において有益な情報であるから，Ａの商品である本件

各塗料の製造・販売に役立つ情報といえる。このように，本件情報は本件各塗料

の生産，販売，研究開発等に役立つなどＡの事業活動に有用であると認められ

る。 

弁護人は，本件情報は，これに対応する具体的な商品名やその製造時期の情報

と組み合わせなければ，事業活動に使用することはできないので，本件情報には

有用性がない旨主張する。しかし，本件情報は，これに対応する具体的な商品名

や製造時期などが分からなかったとしても，それ自体として塗料の生産や研究

開発等に役立つので，その有用性は失われない。また，弁護人は，本件情報には

技術的価値がないので有用性が認められないとも主張する。しかし，有用性が認

められるためには，事業活動に役立てばよく，特許要件のような新規性や進歩性

が要求される訳ではない。したがって，弁護人の主張はいずれも採用できない。 

４ 本件情報の営業秘密該当性について 

以上の次第で，本件情報は，秘密管理性，非公知性及び有用性の各要件を満た

し，営業秘密に該当すると認められる。また，被告人は，上記各要件を基礎付け

る事実を認識していたと認められるので，本件情報が営業秘密に当たることの

認識も認められる。 

 ５ 「前号イからハまでに掲げる方法により領得した営業秘密」（平成２７年法律

第５４号による改正前の不正競争防止法２１条１項４号）に当たるか 

  ⑴ はじめに 

    検察官は，被告人が領得したとされる情報と開示した情報は実質的に同一

であるから，被告人が開示した情報は，「前号イからハまでに掲げる方法によ

り領得した営業秘密」に該当すると主張する。弁護人は，被告人が開示した情

報は，領得した完成配合表①②とは形式的にも実質的にも異なる推奨配合表

①②であり，これらは同一性を欠いているので，「前号イからハまでに掲げる

方法により領得した営業秘密」に当たらない旨反論する。 
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    そこで，完成配合表①②と推奨配合表①②とを対比して検討すると，前記第

３の１⑸のとおり，これらはいずれも本件各塗料の原料及び配合量を主とす

る情報であって実質的に同一であると認められるので，「前号イからハまでに

掲げる方法により領得した営業秘密」に当たると認められる。また，被告人は，

完成配合表①②及び推奨配合表①②を自ら作成しており，これらが実質的に

同一であることを認識していたと認められるので，被告人には開示した情報

が「前号イからハまでに掲げる方法により領得した営業秘密」に当たるとの認

識もあったと認められる。 

  ⑵ 弁護人の主張 

弁護人は，本件情報は，①その内容がありふれた技術情報にすぎないので，

開示された情報に本件各塗料の配合情報であると特定できる記載がない限り

営業秘密には該当しない情報である上，②被告人は「Ｌ」及び「Ｍ」の開発の

ための推奨配合表として開示し，本件各塗料の配合情報であることを示して

開示しなかったので，これは営業秘密には該当しない旨主張する。しかしなが

ら，保有者の同意を得るなど適切な方法によることなく，営業秘密を第三者に

開示すること自体，公正な競争を妨げるものであり，被告人がＤに対して本件

情報がＡの営業秘密であると伝えて開示しなくても営業秘密の侵害に当たる

と解される（①，②）。したがって，弁護人の上記主張は採用できない。 

第４ 争点⑵について 

 １ はじめに 

   検察官は，被告人が，平成２５年１月頃，当時勤務していたＢ社内において，

Ｉで管理されていた本件各塗料の配合情報を基にパワーポイントで完成配合表

①②を作成し，当時使用していた自己所有のＵＳＢ（以下「本件ＵＳＢ」という。）

に保存するという方法で本件情報を領得したと認められると主張する。弁護人

は，被告人が平成２５年１月頃に完成配合表①②を作成したことはなく，この

頃，完成配合表①②をＵＳＢ内に保存したこともないから，被告人が本件情報を
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「領得」したとはいえない上，従前から作成されていたデータに改訂を加えるこ

となく保存する行為は「複製」に当たらないなどと主張する。 

   当裁判所は，被告人は，平成２５年１月頃，被告人が完成配合表①②を作成し

たとは認められないものの，その頃，被告人所有のＵＳＢ（本件ＵＳＢ）に完成

配合表①②を保存し，複製を作成する方法により，本件情報を領得したと判断し

たので，以下理由を説明する。 

 ２ 完成配合表①②の作成時期について 

⑴ 関係証拠（甲２７，４５，６２，７５ないし７７，弁１３，３３，７３，７

４，証人Ｈの証言，被告人の裁判所調書）によると，以下の事実が認められる。 

   ア 被告人は，平成２２年４月，Ａの子会社Ｂに転籍し，平成２３年４月，Ｉ

へのアクセス権を付与され，その頃から「Ｃ」及び「Ｇ」の商品設計書等の

情報にアクセスすることが可能であった。被告人は，同年２月ないし４月頃

から，Ｂにおいて，上司に対して，「外こぶ大作戦」と称する事業の展開を

提案していた。外こぶ大作戦とは，Ａが販売している塗料について，Ｂが安

価な類似塗料を製造して販売するというものであり，被告人は，そのプレゼ

ン用の資料として「外こぶ大作戦」と題する資料を作成した。もっとも，こ

の事業は提案にとどまり，実際に展開されることはなかった。 

   イ 被告人は，平成２４年５月１６日，友人に対し，自己の処遇に対する不満

等についてメールしており，その中には「既にＡから心が離れているから，

禁足令，会議への出席見合わせ，全てせいせいする話だぜ。暇に任せて，将

来構想でも練るよ。」とのメールを送信した。被告人は，同年１０月，自ら

提案書を持参してＤに赴き，被告人とのコンサルタント契約の締結を持ち

掛けた。その提案書には，被告人が平成２５年３月にＢを退職し，塗料ビジ

ネスコンサルタントを始める予定であることに加え，被告人がＤのビジネ

スに貢献できる可能性について，「御社が，溶剤型塗料の製造機能を手に入

れた場合，（Ｍ＆Ａなど）Ａの溶剤型塗料と同等品質の塗料のほとんど全て
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を自社製品として直ぐに品揃えできます。水性差別化商品も同様です。現在

のＡ商品は，ほとんどが，私の開発部時代の開発品であるので，短期間で品

揃えが可能です。」などと記載されていた。 

ウ 被告人は，平成２４年１２月２６日，Ｂの当時の社長であったＨから，平

成２５年３月に同社を辞めるように告げられたので，友人に対して，「今日

で５９才だ。今日，Ｈ社長に呼ばれて，肩を叩かれたよ。Ｔあたりに言われ

たんだろう。好きにしてくださいと言ってやったよ。好きにするだろう。し

かし，ますますＡ嫌いになってしまうなあ。」とのメールを送信した。 

   エ 被告人は，同年１月１０日午前８時２分，友人に対して，「新年会で話を

するが，次のステージでは，Ｄをベースに，Ａ，Ｕと戦う企業構築になると

思います。幸い，コンサルタント契約を５社と結べましたので，資金的には

問題がなくなりました。課題は，戦うビジネスモデルに移っています。その

辺りは，まだＤの中を見ていませんので，まだ明確にはなっていませんが，

成熟し，大手が惰眠を貪る業界に，殴り込みを掛けて荒らしまくると言うテ

ーマは，ビジネスマン人生最後のテーマとして，面白いとは思いませんか。」

とのメールを送信した。 

   オ 被告人の自宅から押収されたＵＳＢ（以下「押収ＵＳＢ」という。）には，

パワーポイントで作成された２３個の完成配合表のファイルが保存されて

おり，その中には完成配合表①②も保存されていた。これらのファイルのコ

ンテンツの作成日時はいずれも「２０１１．２．１／１３：２８」，アクセ

ス日時はいずれも「２０１３．９．１２」であった。 

   カ 本件で被告人が作成した完成配合表の基となった商品設計書の配合情報

が「試作配合表」ではなく「商品設計書」としてＩで閲覧できたのは，「Ｃ」

については，平成２１年６月２日から平成２３年５月２６日まで，「Ｇ」に

ついては，平成１８年５月９日から平成２３年７月２５日までであった。 

  ⑵ 以上認定した事実，ことに完成配合表①②のコンテンツの作成日時がいず
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れも平成２３年２月であり，被告人が同年２月ないし４月頃以降「外こぶ大作

戦」の構想を練り始め，同年４月以降Ｉにアクセスできるようになったことに

加え，Ｉにおいて完成配合表①②の基となった情報が商品設計書として閲覧

可能であったのは「Ｃ」については同年５月２６日まで，「Ｇ」については同

年７月２５日までであり，これらの商品設計書がこれらの間にプリントアウ

トされたと推認できることなどを併せ考えると，完成配合表①②のフォーマ

ットは同年２月頃に作成され，完成配合表①②は同年４月頃以降の数か月の

間に作成された可能性が認められる。 

  ⑶ 検察官は，被告人がＩにある本件各塗料の配合情報と同一内容をパワーポ

イントで作り直す必要はなく，被告人が完成配合表①②を作成したのは外部

に開示するためであり，そうすると，その作成から本件ＵＳＢへの保存までの

日時は近接していると考えるのが合理的である上，被告人は，平成２４年１２

月下旬にＨから退職を促され，平成２５年１月に友人に対してＤをベースに

Ａ等に対抗する事業を行うことになる旨のメールを送信しているので平成２

５年１月頃に完成配合表①②を作成したと認められると主張する。 

   しかしながら，検察官の主張するように，被告人が外部に持ち出すことを目

的として平成２５年１月に完成配合表①②の作成に着手したのであれば，そ

の当時の最新の配合情報を使用するのが合理的である。また，前記認定のとお

り，被告人に外こぶ大作戦のプレゼン資料を作成する必要があったとすれば，

完成配合表①②と同内容の配合情報をＩで閲覧できるからといって，その情

報をパワーポイントで作成する必要性がないとはいえない。そうすると，被告

人の供述するように平成２３年４月頃から数か月の間に完成配合表①②が概

ね作成されていたとしても不自然とはいえない。検察官の主張は採用できな

い。 

 ３ 被告人が平成２５年１月頃にＢ社内で完成配合表①②を本件ＵＳＢに保存し

たこと 
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  ⑴ ２の関係証拠によると，次の事実が認められる。 

ア 押収ＵＳＢに保存されていた完成配合表２３個のファイルの作成日時及

び更新日時のほとんどが平成２５年１月であり，２３個中３個のファイル

のみ更新日時が平成２４年５月又は同年９月であった。完成配合表①の作

成日時は「２０１３年１月１１日，８：３３：２９」，更新日時は「２０１

３年１月１１日，９：３４：３８」であり，完成配合表②の作成日時は「２

０１３年１月９日，１３：３５：３６」，更新日時は「２０１３年１月１０

日，１３：４０：０８」であって，完成配合表①②のアクセス日時はいずれ

も「２０１３．９．１２」であった。 

   イ ファイルのプロパティ情報は，一般に以下のように記録される。 

     作成したデータを同じ場所で上書き保存すれば，「更新日時」及び「ア

クセス日時」は更新されるが，「作成日時」は更新されない。 

     コピーして貼り付けた場合，コピー先のデータは，「更新日時」につい

ては維持されるものの，「作成日時」及び「アクセス日時」についてはコ

ピーした際の日時に更新される。この場合，「作成日時」より「更新日時」

が前の日時となる逆転現象が起こる。 

     異なる記録媒体に移動した場合（例えば，ドラッグして移動させた場合

や切り取って貼り付けた場合），「作成日時」及び「更新日時」について

は変更されないものの，「アクセス日時」については移動した際の日時に

更新される。 

     同じ記録媒体の別の場所に移動した場合（例えば，ドラッグして移動さ

せた場合や切り取って貼り付けた場合），「作成日時」，「更新日時」及

び「アクセス日時」については維持される。 

   ウ 被告人は，平成２５年１月７日から同月１５日までの間の平日は，いずれ

も午前７時３８分ないし午前７時５２分に出勤し，午後３時５３分ないし

午後５時７分に退勤していた。同月９日は午前７時４１分に出勤して午後
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３時５３分に退勤し，同月１０日は午前７時４１分に出勤して午後５時３

分に退勤し，同月１１日は午前７時３９分に出勤して午後５時２分に退勤

していた。 

⑵ ⑴に認定の事実，ことに押収ＵＳＢに保存されていたファイルのプロパテ

ィ情報によると，押収ＵＳＢ内の完成配合表①②については，その「作成日

時」，「更新日時」及び「アクセス日時」がいずれも異なっているので，押収

ＵＳＢの上で作成，保存されたものではなく，押収ＵＳＢとは異なる記録媒体

に保存されていたものを，押収ＵＳＢ内のファイルのアクセス日時である平

成２５年９月１２日に，押収ＵＳＢにドラッグして移動させるか又は，切り取

って貼り付けたと推認できる。また，押収ＵＳＢの完成配合表①②の作成日時

及び更新日時は，被告人がこれらを作成した日時及び最終更新日時を示して

おり，押収ＵＳＢ内のファイルの作成日時はいずれも平成２５年１月である

ので，被告人は，この作成日時の頃，押収ＵＳＢとは異なる記録媒体に完成配

合表に名前を付けて保存したか，又は，コピーして貼り付けたと推認できる。

そして，被告人は，完成配合表①②の作成日時として記録されている時間帯に

Ｂ社内で勤務していたと認められるので，被告人が完成配合表①②を押収Ｕ

ＳＢとは異なる記録媒体に保存する行為は，同社内で勤務中に行われたと認

められる。また，前記２認定のとおり，被告人は，平成２４年１２月にはＢの

退職を促され，平成２５年１月頃には，同年３月に同社を退職することを明確

に決意していたと認められる上，被告人自身日常的に私物のＵＳＢを用いな

がら社内で作業していたことを自認していることを併せ考えると，被告人は，

同年１月頃，同社を退職後もその事業上利用することを念頭に置きながら，そ

の他の完成配合表と共に完成配合表①②を本件ＵＳＢに保存したと推認でき

る。 

  ⑶ 弁護人は，本件ＵＳＢが発見されておらず，被告人が業務上使用するデータ

を自宅のパソコンにメールで送信することもあったことを指摘して，完成配



 

21 

合表①②をＢの社内で本件ＵＳＢに保存したとは認められない旨主張する。

しかし，前記認定のような被告人が完成配合表①②を含む完成配合表のデー

タを保存した経緯を考えると，被告人がＢ社内のパソコンを用いて自宅のパ

ソコンにメールで完成配合表①②のデータを送信することは考え難い。また，

被告人は，捜査段階から公判段階での被告人質問に至るまで，完成配合表のデ

ータを自宅のパソコンにメールで送信したなどと具体的に供述したことはな

い。以上によると，完成配合表①②をメールで自宅のパソコンに送信したなど

の可能性は抽象的なものにすぎず，弁護人の主張は採用できない。 

   弁護人は，ファイルのタイムスタンプには様々な日時が記録され，統一的な

説明が困難な事象が生じるものであり，タイムスタンプの表示から領得の有

無やその時期を特定することは困難である旨主張する。しかしながら，一度更

新されたタイムスタンプの表示をそれより前の日時に遡らせることは何らか

の操作をしない限り困難であり，本件ではそのような操作をしたことはうか

がわれないので，完成配合表①②のファイルのタイムスタンプは，被告人が平

成２５年１月頃に同配合表の複製を作成していたことを示すものであること

に変わりはない。したがって，弁護人の主張は採用できない。 

 ４ 被告人の行為が「複製」に当たること 

   弁護人は，被告人は，平成２５年１月頃，完成配合表①②を確認することはあ

ったが，修正を加えることはなく「保存ボタン」を押していたにすぎず，単に保

存する行為は「複製」には当たらない旨主張する。 

   そこで検討すると，３に認定したとおり，被告人は，平成２５年１月頃，本件

ＵＳＢとは異なる記録媒体から本件ＵＳＢに完成配合表①②に名前を付けて保

存，又は，コピーして貼り付けたと認められる。したがって，被告人の行為は，

印刷，撮影，複写，録音その他の方法により，営業秘密記録媒体等の記載若しく

は記録又は営業秘密が化体された物件と同一性を保持するものを有形的に作成

したと認められ，「複製」したと認められる。 
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 ５ 以上によると，被告人は，平成２５年１月頃，本件情報の複製を作成する方法

により「領得」したと認められる。 

第５ 争点⑶について 

 １ 本件情報の領得が任務違背に当たること 

  ⑴ はじめに 

検察官は，被告人は，Ｉへのアクセス権の付与を申請するに当たり，Ｉで得

られる情報はＡの機密情報であって，その情報にアクセスした者には法令及

び情報管理規定に基づいてその情報を秘密として管理する義務が生じること

に同意した上，Ｉにログインする際にも同様の同意をしていたので，被告人が

本件情報を本件ＵＳＢに保存する行為は，Ａに対する任務に違背する旨主張

する。弁護人は，被告人はＩの情報について営業秘密として管理することに同

意するボタンをクリックしたことはなく，クリックしたとしても営業秘密と

して管理する旨の契約は成立しておらず，Ａの情報管理規定は個人所有のＵ

ＳＢへのデータの保存を禁止するものではないなどと主張して，被告人の行

為がＡに対する任務に違背しない旨反論する。当裁判所は，本件情報の領得が

Ａに対する任務違背に当たると判断したので，以下理由を説明する。 

  ⑵ 第３に認定したとおり，被告人は，Ｉへのアクセス権の付与を申請するに当

たり，Ｉで得られる情報はＡの機密情報であり，その情報にアクセスした者

は，その情報を法令及び情報管理規定に基づいて秘密として管理する義務が

生じることに同意して，Ｉへのアクセス権を付与された上，その後Ｉにログイ

ンする際にも同様の同意をしていたことが認められる。したがって，被告人は

Ａとの間に営業秘密保持特約を締結したと認められる。 

弁護人は，被告人がＩへのアクセス権の付与申請に当たり，申請画面に表示

された同意ボタンをクリックしていないなどと主張するが，前記認定のとお

り，被告人がＩへのアクセス権の付与を申請した平成２３年当時には前記の

義務が生じることに同意する旨のボタンをクリックする必要があったことは
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明らかであるので，この弁護人の主張も採用できない。 

また，弁護人は，被告人が同意ボタンをクリックしたとしても，直ちにＩの

情報を営業秘密として管理する旨の契約が生じるものではないと主張する。

そこで関係証拠を検討すると，平成１９年にＡの従業員がＩの配合情報を持

ち出して中国の原料メーカーに就職することが起き，その後開催された，被告

人も出席した執行役員会において，技術情報等の管理についてＩに秘密表示

をすることやＩへのアクセス制限を厳しくすることが確認されたことに加

え，被告人が汎用塗料事業本部長として出席した汎用塗料事業本部会議にお

いても，重要機密の漏えいがあったので情報対策を厳格化していくことが確

認されたことが認められる。そうすると，被告人は，その職務上の経験から企

業における情報管理の重要性について認識していたと認められ，その上Ａの

情報管理規定に基づいて管理する義務が生じることに同意したのであるか

ら，同規定の内容を逐一確認していなかったとしても，同規定に定められてい

る義務を負うことに同意したと認められる。したがって，被告人は，Ａとの間

の営業秘密保持特約に基づき，同社に対し，Ｉの情報を秘密として管理する義

務を負っていたと認められ，これを個人所有のＵＳＢに保存することを禁止

した同社の内部規則を遵守する任務を負っていたといえる。 

    弁護人は，Ａの情報管理規定は個人所有のＵＳＢへのデータの保存を禁止

するものではない旨主張する。しかし，Ａの情報管理規定は「『機密情報』は

社外に漏洩してはならない。」，機密情報が記載された電子情報については「各

自が使用するパソコン，記録媒体等での保管を禁止する。」と規定しており，

これらは機密情報の漏洩を防止することを目的とするものであると解される

ので，個人所有のＵＳＢに機密情報に当たるデータを保存することを禁止す

ることも当然予定しているといえる。弁護人は，「保管」と「保存」の文言の

違いを根拠として，前記規定が「保存」を禁止していないなどと主張するが，

前記の規定の趣旨を踏まえると採用できない。 
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    以上によると，被告人は，営業秘密を個人所有のＵＳＢに保存してはならな

いというＡの内部規則に反して本件情報を本件ＵＳＢに保存したと認められ

るので，被告人は，Ａに対する任務に違背して本件情報を領得したと認められ

る。また，前記のとおり，被告人は，Ｉのアクセス権の付与を申請する際やＩ

にアクセスする際にその情報を秘密として管理する義務を負うことに同意し

ていたので，自らが前記義務を負うことを認識していたといえ，任務違背の認

識もあったと認められる。 

 ２ 本件情報の開示が任務違背に当たること 

  ⑴ はじめに 

検察官は，被告人がＡの情報管理規定に基づきＩの情報を秘密として管理

する義務を負っていたことに加え，平成２５年１月当時，Ｂの契約社員であっ

た被告人はＢの契約社員就業規則における「業務上知り得た機密を他に漏ら

してはならない。退職後（期間５年）も在職同様とする。」との規定の適用を

受ける立場にあったので，本件情報の開示はＡ及びＢに対する任務に違背す

る旨主張する。弁護人は，本件情報が営業秘密として扱われる情報であるとす

れば，それは期間制限なく開示が禁止されるべきであるので，期間制限のある

前記規定は本件情報には適用されず，その開示は任務違背に当たらない旨反

論する。当裁判所は，本件情報の開示がＡ及びＢに対する任務違背に当たると

判断したので，以下理由を説明する。 

  ⑵ Ｂが前記就業規則を定めた目的は，その文面上従業員が営業秘密を含む業

務上知り得た秘密を漏洩することを防止するなどして機密情報を適切に管理

することにあると解される。仮に，本件情報が前記就業規則の「業務上知り得

た機密」に該当せず，Ｂの就業規則上何らの制約なく他に漏らすことができる

とすれば，親会社であるＡがＩにより機密として管理している情報をそのネ

ットワークに子会社として入っているＢが機密として管理しないということ

になり不合理である。したがって，Ａが保有する秘密であってもＢの業務にお
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いて知り得たものは，前記「業務上知り得た機密」に該当するというべきであ

る。弁護人は，Ｂの就業規則には５年間の期間制限があることなどを理由に本

件情報が「業務上知り得た機密」に該当しないなどと主張するが，前記就業規

則の解釈として不合理であるので採用できない。したがって，本件情報は前記

就業規則の「業務上知り得た機密」に該当すると認められ，被告人は，前記就

業規則により，Ｂ在職中はもとより，退職後も５年間は同社での業務上知り得

た営業秘密を漏洩することを禁止した同社の内部規則を遵守すべき義務を負

っていたと認められる。また，Ａは，被告人がＩの情報を秘密として管理する

義務を負うことに同意すること，すなわち法令やＡの情報管理規定に基づい

て情報を管理することはもちろん，Ｂの前記就業規則を遵守することを当然

の前提として，被告人にＩへのアクセス権を付与していたと認められる。そう

すると，被告人は，Ａに対してもＢの就業規則で定められた退職後５年間業務

上知り得た営業秘密を漏洩しないという義務を負っていたといえる。したが

って，退職後５年間は営業秘密を漏洩することを禁止したＢの内部規則に違

反する被告人の行為は，Ｂに対してはもとより，Ａに対する任務にも違背する

ものと認められる。 

    被告人は，Ｂに就業規則があることは知らなかったなどと供述するが，株式

会社に就業規則が存在するのは公知の事実であり，Ｂの就業規則に規定され

ている義務は一般的なものであって，通常人であれば業務上知り得た秘密を

保持する義務があることは当然認識しているはずであるから，被告人にその

ような認識がなかったとは考え難い。したがって，被告人には任務違背の認識

があったと認められる。 

 ３ 小括 

   以上によると，被告人が本件情報を領得し，開示したことは任務違背に当た

り，被告人にはその認識があったと認められる。 

第６ 争点⑷について 
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 １ 領得時の「不正の利益を得る目的」 

  ⑴ はじめに 

    検察官は，被告人は，本件情報を領得した際，本件情報をＤ等自らが関わる

競合他社に提供し，同社及び自らの利益のために利用する目的があったから，

「不正の利益を得る目的」を有していたと主張する。弁護人は，仮に被告人が

平成２５年１月頃に本件情報を領得したとしても，Ｂの従業員に引き継ぐた

めであり，「不正の利益を得る目的」を有していなかったと反論する。当裁判

所は，被告人が本件情報の領得時に「不正の利益を得る目的」を有していたと

判断したので，以下理由を説明する。 

  ⑵ 第４の２のとおり，被告人は，平成２４年５月，社内における不遇を知らせ

るメールを送信して，同年１０月には自らＤに提案書を持参して自らの知識

と経験を活かしたコンサルティング契約を持ち掛けるなどする一方，同年１

２月に翌年３月に同社を退職するように働きかけを受けて，平成２５年１月

には，ＤをベースにＡに対抗する事業計画を練っている旨のメールを送信し

ていた。したがって，被告人は，平成２５年１月頃には，同年３月にＢを退職

した後の事業計画を立案していたと推認できる。そうすると被告人が同年１

月頃本件情報を本件ＵＳＢに保存したのは，退職後の事業計画に利用する目

的であったと推認できる。弁護人は，本件情報を本件ＵＳＢに保存したのは，

本件情報をＢの従業員に引き継ぐためであったと主張するが，実際にはＢの

従業員に引き継がれておらず，そのような作業が行われた形跡もない。弁護人

の主張は採用できない。よって，被告人には，本件情報の領得時に「不正の利

益を得る目的」があったと認められる。 

 ２ 開示時の「不正の利益を得る目的」 

  ⑴ はじめに 

    検察官は，被告人は，本件情報を開示した際，Ｄの新製品作成に貢献し，同

社内の自らの評価を上げる目的を有していたから，「不正の利益を得る目的」
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を有していたと主張する。弁護人は，被告人は本件情報の開示により報酬を得

ておらず，Ａの特定の配合情報として開示したわけではないことなどを指摘

して，被告人は「不正の利益を得る目的」を有していなかったと反論する。当

裁判所は，被告人は，本件情報の開示時に「不正の利益を得る目的」を有して

いたと判断したので，以下理由を説明する。 

  ⑵ 前記認定のとおり，被告人は，自らＤに提案書を持参してコンサルティング

契約を持ち掛け，その後同社に入社しており，自己の知識と経験を用いて同社

において新製品を開発することを目指していたといえる。これらの事情によ

ると，被告人は，Ｄの新製品の開発に貢献し，同社内における自己の評価を上

げることを目的として，本件情報を開示したと推認できる。弁護人の指摘を踏

まえて検討してもこの判断は左右されない。したがって，被告人には，本件情

報の開示時に「不正の利益を得る目的」があったと認められる。 

 ３ 小括 

以上によると，被告人には，本件情報の領得及び開示時に「不正の利益を得る

目的」があったと認められる。 

第７ 結論 

 以上のとおりであるから，罪となるべき事実第１及び第２のとおり，被告人が営業

秘密の領得行為及び開示行為に及んだと認定した。 

（法令の適用） 

 被告人の第１及び第２の各行為のうち営業秘密の領得の点はいずれも平成２７年

法律第５４号附則４条により同法による改正前の不正競争防止法２１条１項３号ロ

に，前記各行為のうち営業秘密の開示の点はいずれも同項４号にそれぞれ該当する

ところ，前記各行為の営業秘密の領得と開示との間にはそれぞれ手段結果の関係が

あるので，刑法５４条１項後段，１０条により１罪としていずれも犯情の重い営業秘

密開示罪の刑で処断することとし，前記の各罪について所定刑中懲役刑及び罰金刑

を選択し，以上は同法４５条前段の併合罪であるから，懲役刑については同法４７条
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本文，１０条により犯情の重い第１の罪の刑に法定の加重をし，罰金刑については同

法４８条２項により前記の各罪所定の罰金の多額を合計し，その刑期及び金額の範

囲内で被告人を懲役２年６月及び罰金１２０万円に処し，情状により刑法２５条１

項を適用してこの裁判が確定した日から３年間その懲役刑の執行を猶予し，同法１

８条によりその罰金を完納することができないときは，金１万円を１日に換算した

期間被告人を労役場に留置することとし，訴訟費用については，刑訴法１８１条１項

本文により全部これを被告人に負担させることとする。 

（量刑の理由） 

 被告人は，被害会社の執行役員や汎用塗料事業本部長などの重職を務めた経歴を

有しながら，その子会社に在籍中，被害会社の事業にとり重要な情報である塗料の配

合情報である本件情報を領得し，競合他社に就職後，これを開示している。その犯行

は事業等目的で職務上の地位や知見を悪用した反規範的なものであり，被害会社の

事業を妨げるものである。したがって，本件情報が犯行時の最新の配合情報ではな

く，被告人が同社の塗料の配合情報であることを明示して開示しておらず，同社や子

会社の機密情報の管理が万全とはいえないものであったことを併せ考慮しても，そ

の刑事責任は軽視できず，被告人には懲役刑と罰金刑を併科するのが相当である。こ

れらに加え，被告人に前科前歴がないこと等も考慮して，主文のとおり量刑した。  

（求刑－懲役４年及び罰金２００万円） 

令和２年３月３１日 

名古屋地方裁判所刑事第３部 

 

 

裁判長裁判官  吉   井   隆   平 

 

 

 



 

29 

裁判官  細   野   高   広 

 

 

 

裁判官  川 内 真 里 


